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B 案の 2 種類が提示された。 
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※表中の[ ]科目は再掲 
 




B 案」(以下、「JLA 科目構成案」)である。 
 
表 2 「養成カリキュラムの科目構成案(組み替え) 
A 案」 



















教職 必修 教育原理 2 
40
教育心理学 2 



























総単位数 27 単位 
 
 
2.1 「JLA 科目構成案」のカリキュラムの検討 
 「JLA 科目構成案」の総取得単位数は、A 案、
B 案共に 14 科目 27 単位であり、例えば司書資格










以下、A 案、B 案の順に検討を進める。 
 
2.2 「JLA 科目構成案」の A 案 
(1)「JLA 科目構成案」の A 案では、司書教諭
科目から、「学校経営と学校図書館」、「読書と豊か
な人間性」、「学習指導と学校図書館」の 3 科目 6
単位が選別されている。 









































 (3) 教職科目群 
 教職科目群では、「教育原理」、「教育心理学」の
2 科目 4 単位が提案されている。「JLA 科目構成
案」では、教職科目の当該科目の選択事由が明ら
かではない。具体的な検討は、教職科目群を 4 科
目 8 単位採用した B 案を対象に行う。 
 
 (4) 独自科目群 
 A 案では、学校司書の独自科目群は存在しない。 
 































































2.3 「JLA 科目構成案」の B 案 
「JLA 科目構成案」の B 案では、学校司書独自
の科目群が設定されている。 
(1)「JLA 科目構成案」の B 案では、司書教諭
科目から、「読書と豊かな人間性」、「学習指導と学















  (2)次に B 案では、司書科目から 4 科目 7 単位
の抜粋を行っている。「図書館情報資源概論」、「情
報資源組織論」、「図書館情報技術論」、「図書館施















 (3) 教職科目群 
 教職科目群では、「教育原理」、「教育心理学」、
「特別活動論」、「生徒指導・進路指導論」の 4 科
目 8 単位が採用されている。表 4 にまとめた。 
 




































































2.4 「JLA 科目構成案」のカリキュラムでの不足 
部分 



















































  『報告書』では、学校司書第 I 種資格(４年制大































表 5 塩見案 











































3.3 日本図書館研究会図書館学教育研究グル  ー
プ 2016 案 
 日本図書館研究会図書館学教育研究グループは
改めて、「学校司書養成カリキュラム 2016」(以下、
「グループ 2016 案」)を提起している18。必修 14




表 6 「グループ 2016 案」 





































総単位数 30 単位（選択科目から 3 単位以上選択） 
 
前回（2015 年）のグループ案では 38 単位とし
ていたが、8 単位が縮約されることになる。 










表 7 桑田案 

































































































































  情報利用論 2
  情報探索行動論 2











































 「JLA 科目構成案」は 14 科目 27 単位、「日本
学校図書館学会案」は第 I 種 56 単位、第 II 種 42
単位(ただし共に、旧一般教育科目を含む)、「塩見
案」は 12 科目 24 単位(必須 11 科目 22 単位、選
択 1 科目 2 単位)である。 
  また、「グループ 2016 案」は必須 14 科目 27
単位、選択 3 科目 3 単位の合計 27 科目 30 単位で
あり、「桑田案」は必須 21 科目 42 単位である。 
 参考数値であるが、司書資格取得に必要なのは、 





























































される。ただし、実習科目は 15 コマ 1 単位、30
コマ 2 単位である。学校図書館現場での 1 日の実
習を 4 コマと換算すると、いずれも 2 単位で設定


















 また、第 5 回「協力者会議」25では、次のよう
に審議が予定、進行している。5 月、6 月、7 月と








議を 6 月、7 月の 2 回開催予定である。なお、第





















































「校務の情報化」を 3 本の柱として示している32。 




























































 「協力者会議」は、2015 年 8 月 26 日に第 1 回
が開催されている。以降、2016 年 5 月 26 日の第
5 回まで都合 5 回の開催があった。先に見たよう
に残り 2回程度で審議のまとめが行われようとし
ている。 
 前述の通り、第 5 回「協力者会議」で設置が決
まった「作業部会」の審議日程は、2 回のみの設
定である。親会議である「協力者会議」は、5 月







2014 年 6 月の学校図書館法改正、2015 年 8 月





















































                                                  
1 平成 26 年 6 月 27 日法律第 93 号制定、平成 27
年 4 月 1 日施行。 
2 川瀬綾子、北 克一「学校図書館法改正と学校司
書養成の課題」『情報学＝Journal of Informatics』
12(1), 2015.3, p.63-78. 
http://creativecity.gscc.osaka-cu.ac.jp/JI/articl
e/view/732/706  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
川瀬綾子、北 克一「学校司書養成と学校司書研
修についての諸案の検討」『情報学＝Journal of 
Informatics』12(2), 2015.10, p.124-134. 
http://kiyo.info.gscc.osaka-cu.ac.jp/JI/artic 
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
 なお、検討した各種カリキュラム案は以下の通
りである。 






[確認：2016 年 7 月 15 日] 
野口武悟「大学における学校司書の養成はどう





報』第 35 号 2015 年 3 月 p.5-8 
日本図書館研究会学校図書館研究グループ
2015 年 2 月 21 日『日本図書館研究会の研究大会 
発表』 
日本学校図書館学会  報告書『学校司書の資格




3 1995 年 8 月 学校図書館問題でプロジェク
ト・チーム設置 
1999 年 3 月 報告書「学校図書館専門職員の
整備・充実に向けて―司書教諭と学校司書の関
係・協同を考える―」 
2014 年 4 月 学校図書館職員問題検討会設置 












4 2016 年 6 月 15 日発信の「JLA メールマガジン  
第 803 号」から以下に、抜粋で示す。 
 ==<2016/6/15 発信> 

















 意見募集期間 2016 年 6 月 15 日（水）～7 月
15 日（金） 










2877/Default.aspx   
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
 なお、同意見の作成過程は公表されていない。 
また、注 4)で取り上げた JLA によるパブリッ 
ク・コメントとの関係性も不明である。 







2016 年 6 月 15 日に公表の「学校図書館職員問
題検討会報告書(案)」(以下、「報告書(案)」)は、A
案(既存科目のみ)及び B 案(既存科目＋独自科目)













































2016 年 7 月 15 日 
川瀬綾子      京都精華大学 
北 克一      相愛大学 
西尾純子      龍谷大学      





第 35 号 2015 年 3 月 p.5-8 
8 また、2007（平成 19）年 6 月に「教育職員免
許法」が改正され、2009（平成 21）年 4 月 1 日
から「教員免許更新制」が導入された。原則とし
て、有効期間満了日（修了確認期限）の 2 年 2 ヶ









































部科学大臣メッセージ）について」（平成 28 年 5
月 10 日）。 
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/05/
1370648.htm  
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
 教育課程企画特別部会「中央教育審議会教育課
程企画特別部会における論点整理について(報告)」 




[確認：2016 年 7 月 15 日] 
13 Communication and Information 
04.03.2014 - Communication & Information 
Sector 
UNESCO Releases Media and Information 
Literacy Policy and Strategy Guidelines 
In the evolving knowledge societies of today, 
some people are overloaded with information, 
others are starved for information. Everywhere, 
people are yearning to freely express 
themselves, to actively participate in 
governance processes and cultural exchanges.   
Media and information literacy (MIL) provides 
all citizens with critical competencies to survive 
 
in the 21 Century. 
Recognizing that to achieve MIL for all will 
require national policies, UNESCO has 
published Media and Informational Literacy 
Policy and Strategy Guidelines. 
This comprehensive MIL Policy and Strategy 
Guidelines resource is the first of its kind to 
treat MIL as a composite concept, unifying 
information literacy and media literacy.    
These guidelines offer a harmonized approach, 
which in turn enables stakeholders to 
articulate more sustained national MIL policies 
strategies, describing both the process and 
content to be considered. 
As Professor Ulla Carlsson, Director of the 
Nordic Information Centre of Media and 
Communication Research, notes in her Preface, 
“this publication is of vital importance toward 
improving efforts to promote MIL on national 
and regional levels”. 
Without MIL policy and strategy, disparities 
are likely to increase between those who have 
and those who do not have access to 
information, enjoy or not freedom of expression, 
and are able or not to critically engage in 
modern governance and a connected world 
which are powered by information, media and 
technology. 
The Guidelines is divided in two parts. Part 1, 
MIL Policy Brief, is designed for policy or 
decision makers and can serve as a summary of 
the publication. Part 2 is divided into several 
comprehensive chapters and covers the 
following topics: 
・how to enlist MIL as development tool; 
・conceptual frameworks for MIL policies and 
strategies; and 
・model MIL policy and strategies that can be 
adapted by countries globally. 
This new publication is part of a 
comprehensive MIL Toolkit being developed by 
UNESCO in cooperation with its partners. The 
53
 
full MIL Toolkit will include: 
・MIL Curriculum for Teachers (already 
produced and available here); 
・Global MIL Assessment Framework (already 
produced and available here); 
・Guidelines for Broadcasters to promote MIL 
and User-Generated Content (already produced 
and available here); 
・an online multimedia MIL teaching resources 
tool; and 
・model online MIL and intercultural dialogue 







[確認：2016 年 7 月 15 日] 
14 川瀬綾子、北克一「学校司書養成と学校司書研
修についての諸案の検討」『情報学＝Journal of 
Informatics』12(2), 2015, p.124-134. 
http://creativecity.gscc.osaka-cu.ac.jp/JI/articl
e/view/749/727  





を上梓している。平成 27 年 3 月 31 日, 14p. 




















42 単位となります。必修科目 40 単位、選択 1 科




[確認：2016 年 7 月 15 日] 
21 文部科学省「改正司書養成科目に関する Q&A」 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/gaku
gei/shisyo/1283540.htm  

































[確認：2016 年 7 月 15 日] 
 なお、同意見の作成過程は公表されていない。 
24 「学校図書館の整備充実に関する調査研究協力
者会議(第 5 回)議事録」p.3-4.  
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
115/gijiroku/1372446.htm  







～7 月 15 日（金）」に対して、2016 年 5 月 26 日
開催の協力者会議に資料として提出されている事
態も、JLA の基本方針として不明瞭である。 
25 第 5 回「協力者会議」議事録、p.2. 
  及び、次の配布資料を参照。 
















部科学大臣メッセージ）について（平成 28 年 5
月 10 日）」 
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/05/
1370648.htm   




12(1), 2014.10, p.63-64. 
http://creativecity.gscc.osaka-cu.ac.jp/JI/   
[確認：2016 年 7 月 15 日] 
2014 年 6 月 20 日の参議院本会議において「学
校図書館法の一部を改正する法律」が全会一致を
もって可決し、2015年 4月 1日から施行された。

















































































[確認：2016 年 7 月 15 日] 



























[確認：2016 年 7 月 15 日] 
38 なお、親会議、作業部会ともに予備開催日を 8














(2016 年 7 月 15 日 受理) 
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